文科省　「国立大学法人化後の現状と課題について（中間まとめ）」について
                 　　　　　　　　　　姉崎洋一（北海道大学）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1,　全体的なコメント 
「中間まとめ(案)」において、文部科学省が、「国立大学の法人化の趣旨」の中で、「憲法で保障されている学問の自由や大学の自治の理念を踏まえ、国立大学の教育研究の特性に
配慮する観点を示されたことは評価したい。

なお、国立大学法人法は、独立行政法人通則法とは共通する側面を付与されたとはいえ、他方では、独立行政法人とは異なる性格と特色をもつものであることは、法制定時の確認事項であった。従って、

（1）制度の運用に当たって、教育研究の特性に配慮すること
(2)中期目標の策定に当たって、文部科学大臣は予め国立大学法人の意見を聴くとともに、その意見に配慮すること
(3)中期目標の達成状況の評価に当たっては、教育研究の状況の評価を独立行政法人大学評価・学位授与機構に要請し、当該評価結果を尊重すること等の制度設計とされている。」との記述は、肯定的に評価したいと考える。

この点は、文科省が先に「国立大学法人12の真実」を公表したこととも、共通する側面

をもつものと考える。



2,　勤務校での憂慮すべき事項について訴える。
法人化以降、この間の動向からは、下記の傾向が伺える。
　・効率化係数（運営費交付金、病院経費）のマイナスシーリングの影響は、深刻であり、人件費の削減により、正規職員の労働過重、非正規職員の増大による、本来の効率性の低減、研究・教育の余裕の減退は、大学の総合的な力量発揮を阻害するものとなっている。新政権によってもこのことの根本的な変化は起きず、効率化係数の撤廃の公約とは別に臨時的な措置があり、結局０．９％のマイナス係数がかけられたのは遺憾である。
　・任期付き教員、特任教員の増大は、短期的視点での研究教育に傾きやすく、長期的な視野での仕事が持続可能とならないことは問題が多い。頭脳流出というべき、他大学や私立大学の移動は、単純に流動化の促進と喜べる状況にはない。

・非正規職員の増大は著しく、かつ3年での雇止の常態化は、これも長期的な観点での見通しをもった研究教育を阻害し、かつ働く当事者の自尊と、働く権利を奪い、生活の不安定化とキャリア上の不安をもたらし、理性の府としての大学の信頼と信用を著しく損ねるものとなっている。早急な改善が求められる。
・高齢社会への移行期にあって、まだ働き続けられる教員に対して、65歳までの定年延長を全うに行わず、およそ3割減の収入による特任教員雇用を行うのは、他大学の事例とは異なり、貧困な人事政策である。教員の安上がり策は、世代間の対立を惹起させ、働く人間の尊厳を損なうものである。全国的観点での共通したルール作りが望まれる。

・全部局の助教に関して任期制導入が図られつつあるが、単純なキャリアパスになじまない部局もあり、大学の独自な判断の余地を与える配慮がのぞまれる。
　・競争的研究教育強化への一層の傾斜（国際化、大型競争研究経費獲得、ＦＤ／ＳＤの圧力、企業との一括協定、寄付金講座、創成研究部門の梃入れ）は、プラス面もなくはないが、削減された予算の中での、パイを奪い合うような行きすぎた競争の奨励は、全体の士気を低下させるものである。基礎的な恒常的な高等教育費増大こそが、必要である。ＯＥＣＤ諸国の中で最低位に位置付く高等教育費への公費支出の構造の根本的な改善を求めるものである。
・職員の成果主義型人事考課制度の導入を、暗黙りに奨励する指導や誘導は中止されたい。
・文科省の天下り人事と言うべき、事務局人事の継続は、好ましからざる事態を多く生み出してきている。場合によっては、大学経営・管理への不当な介入とも言うべき、指導や統制の事態を現出させている。国立大学法人に移動した場合の、無責任な短期移動と交代は、大学の独自性や長期的な発展を奪っている。このような事態への反省を求めたい。

・ＰＦＩ方式事業や本来なじまない大学図書館などへの市場化テストへの機械的な適用の誘導は、中止されたい。
・国立大学法人法にもとづく学長選考会議、経営協議会等への外部財界メンバー等の引き続く任用があるが、行きすぎた企業的管理運営、経営への介入については弊害も多い。学長選挙の公正さを欠く選出については、大学の固有の責任であると共に、文科省の財政政策などの歪みから生じていることを認識されたい。
・学生の学費の家計負担は限界に来ている。世界の国公立大学にあって、異様な高額学費は是正が必要であり、有為な人材を失っていることになっていることを認識されたい。

・奨学金政策や学費免除あるいは猶予規定の貧困さは日本の悪名高い特質となっている。たとえ、学費を導入している国にあっても、所得による減免・免除規定は多くの国が進んだ制度を採用している。奨学金についても、給費・給付制度を取るべきであり、たとえ返還を制度に含むとしても、返還猶予規定や、一定の条件での返済支払い解除システムを設けるべきである。ＯＥＣＤ諸国の奨学金制度の智恵にもっと学ぶべきである。

以上。
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